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飯山市における近代工業の誘致過程と変容

麻生紘平・松山周一・渡辺隼矢

本研究では長野県飯山市を事例に，高度経済成長期において工業化がなされた農村地域において工
業化するにあたって，行政の企業誘致活動と各企業の立地要因を通じ，工業化の過程に影響を与えた
要因と時代の経過による変容を明らかにした．

農村地域が主体であった飯山市は1960年代より農閑期の所得安定化を目的に工業団地の造成を開始
し，電子機械の組み立てや縫製を中心に労働集約的部門の進出がみられた．工業団地の入居企業は飯
山市で創業したものと移転企業に分けられ，後者の殆どは戦時中に東京からの疎開企業により集積が
形成された須坂市や中野市からの移転であり，用地と労働力不足を要因とした進出であった．

1990年代のバブル崩壊以降も一部の縫製工場や食品工場を除いて操業が継続されているものの，か
つての大量生産品から多品種少量生産や高度技能化へのシフトなど，時代の変化に応じた対応を行っ
た末に操業を継続しており，高度経済成長期の労働集約的部門からの転換がみられた．
キーワード：飯山市　工業団地　高度経済成長期　農村地域　企業誘致

Ⅰ　はじめに

Ⅰ－１　研究目的
東京から北西に約250kmに位置する長野県の工

業化は，第２次世界大戦中において東京から疎開
した工場群によってもたらされたといえる．竹内・
小田編（2014）は疎開先として長野県が選択され
た理由として，在来工業としての製糸業を挙げた
うえでそれらの工場建物の再利用が可能であった
こと，女子労働力に加えて機械修理の技能を有し
た男性技術者の存在を挙げている．戦後も諏訪地
域，松本市，飯田市，長野市，須坂市といった都
市は，長野県における精密機械工業・電子機器産
業の中核を担うようになった．また，斎藤（1968）
は疎開企業を核とし，地元資本での下請け企業の
発生などによる工業集積が須坂市，坂城町，上田
市などでみられ，千曲川流域には機械工業の集積
が形成されたことを指摘している．

さらに末吉（1989）が述べているように，日本
では1960年代半ばより大工業地域内部での若年労

働力の不足や地価の高騰から工場の地方分散が促
進された．長野県においても例外ではなく，県内
各市町村の企業誘致により大都市圏からの分工場
設立がみられた．赤羽（1980）が述べているよう
に，労働集約的な部品部門が農村の安価な労働力
を求めて太平洋ベルトから内陸部の農村地域に移
転したことが理由の一つとして挙げられる．

このような労働力不足や地価の高騰から周辺部
に移転した企業は東京や大阪，名古屋といった大
都市のみならず，疎開企業による工業集積が形成
されていた地域でも同様であり，周辺農村部への
分工場設立が顕著となった．

本研究では，高度経済成長期に工業化がなされ
た農村地域において工業化するにあたって，行政
の誘致活動と各企業の立地要因を通じ，工業化の
過程に影響を与えた要因を明らかにすることを目
的とする．末吉（1989）は農村地域の工業化につ
いて，女性の就業率が工業化によって増加し，地
域間所得格差が縮小したと述べているように，農
村地域の工業化は地域内における所得改善や雇用
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創出の観点から重要であった
しかしながら，小田（2014）が述べるように，

1990年代初頭における第２次円高以降は地方圏へ
の新規工場立地が鈍化しており現在，農村地域に
おいては高度経済成長期と同様の操業形態を存続
することは困難といえる．本稿では高度経済成長
期に行政による工業誘致を契機として立地した企
業の変容を明らかにする．

Ⅰ－２　調査対象地域の概要
調査対象地域の飯山市（第１図）において大規

模な工場は，市内の工業団地または飯山駅周辺に
集中して立地しており，それ以外の地区ではあま
り見られない．

飯山市は人口22,043人（2016年６月住民基本台
帳）面積202.32km2で，中野市や下高井郡木島平村，
野沢温泉村，下水内郡栄村，上水内郡信濃町，飯
綱町，そして県境を挟んで新潟県妙高市，上越市
と接している．西部に関田山脈，東部に三国山脈
が走り，その間を流れる千曲川の沖積地に広がる
飯山盆地に市街地が形成されている．また，冬季

は日本海からの湿潤な季節風が関田山脈に遮られ
ることで大量の降雪をもたらすため，市全域が国
の特別豪雪地帯に指定されている．

飯山は農業，そして仏壇や内山紙，スキー板と
いった地場産業が中心産業であった．交通面でも，
1921年に飯山鉄道が豊野駅～飯山駅間に開通し，
これが現在のJR飯山線となっている．また2015
年３月に北陸新幹線が延伸開業し，飯山駅が設け
られた．道路網では，国道117号が千曲川に沿っ
て市の南北を縦断しており，また千曲川堤防上を
通過し市中心部を迂回するバイパスも1991年に設
けられた．さらに国道292号で中野市中心部や新
潟県妙高市・上越市と結ばれている．また1997年
に上信越道が共用開始され，中野市にある豊田飯
山ICと飯山市中心部は国道117号新道で接続され
ている．

現代の飯山市の工業は，機械や情報通信機器等
の組立業が中心で，その多くが1970年代から90年
代にかけて誘致された企業の工場である．また市
内には現在５つの工業団地がある．最も古く造成
されたのが木島工業団地で，飯山市街地から千曲
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川を挟んだ右岸に立地する．交通アクセスも良く，
現在では市内工業団地では最多の14件の事業所が
存在する．また木島工業団地の隣には東栄工業団
地が1994年に造成された．長峰工業団地は飯山市
中心部から北約３kmにある長峰山の中腹に位置
し，隣接する南原工業団地を含め，現在５件の事
業所が存在する．また1994年に造成された戸狩工
業団地には，未だ進出する事業所は存在しない．

Ⅱ　飯山市における工業の変遷過程

Ⅱ－１　飯山市における工場誘致の経緯
1950年代から始まった高度経済成長期以降，日

本全体で近代工業が盛んになっていった．長野県
北信地域においても，須坂市においては戦時疎開
により進出した企業を中心に紡績業から電気・電
子機器工業への転換が進み，また中野市は1962年
に造成が始まった新井工業団地を中心に60年代前
半から木工業から精密機器･電機工業の街へ変容
した．一方で，飯山市における近代工業化は，こ
れらの周辺市町村と比べて遅れた（第２図）．飯
山市においては戦前から仏壇やスキー板といった
零細企業による手工業が中心産業で，機械工業や
大規模工場といった，近代工業へ至る基盤がな
かったことや，1950年代から60年代前半はスキー
板生産の全盛期で，工業転換の優先度が低かった
ことが理由として考えられる．また行政側にも理

由が見つかる．飯山町は1954年に周辺６村と合併
して飯山市に，1956年にさらに周辺２村を編入し
て現在の市域となったが，合併以降は豪雪対策や
教育･保育といった公共サービス等への投資が優
先され，工業団地や道路網といったインフラ整備
を十分に行うことができなかった．加えて，これ
らの公共サービスへの過剰投資や市町村合併時に
発生した負債が原因となって，飯山市では財政問
題が表面化し，1967年には財政再建団体の指定を
受けた．1972年に累積赤字を解消したが，それで
も首都圏外縁部である北信地域の中心部からも，
自然面や交通面で隔絶されている飯山市に外部企
業が進出する利点は殆ど無かった．飯山市も発足
当時から，世帯収入の安定化や雇用増大による冬
季出稼ぎの解消や若者流失の阻止を目標に近代工
業化を進める意志はあり，1955年には税制優遇な
どを盛り込んだ「飯山市工場誘致条例」を制定し
たものの，実際にはスキー産業など市内企業への
適用にとどまっていた．

その飯山市でも，1960年代後半になってようや
く近代工業化の兆しが見え始めた．1968年に社団
法人飯山市開発公社が発足し，工業団地の建設が
決定，そして1970年に木島工業団地が，1974年に
長峰工業団地が造成された．その結果，これらの
工業団地を中心に電機，電子，精密機械等の組立
工場をはじめとした大規模工場の新規造成が見ら
れるようになった．

この時期に飯山に工場を置いた企業は，その進
出理由から大きく２つのパターンに分けることが
できる．まずは，飯山に地縁がある人が市内に新
しく造成された工業団地に工場を建設するパター
ンである．現在でも木島工業団地にて操業してい
る富士電機（現在の富士電機パワーセミコンダク
タ）は元々松本市内に工場があったが，地元の有
力者である荻原積氏が積極的に誘致活動を行い，
最終的には富士電機側と地元側が50％ずつ出資す
る形で飯山に分工場を建設する運び１）となった．
加えて，地縁による誘致促進のみならず飯山市出
身者による起業による入居も無視しえない．前述
したように，1970年代には電機，電子，精密機械

第２図　飯山市・周辺市における製造品出荷額等
の推移

 （工業センサスより作成）　
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等の組立工場の工業団地への入居が顕著となった
が，大企業直営の分工場のみならず飯山市出身者
によるこれらの分野への参入がみられ，大企業保
有の分工場の下請け企業として機能していた．

もう一方は地理的条件面である．経済成長が進
むにつれ，三大都市圏のみならず北信地域の工業
地区においても工業用地や労働力の不足が発生し
ていた．よって企業が工場の増設を考える際，広
大な土地があり，また豊富で安価な労働力が見込
まれる飯山市を建設地に選んだ．例えば紡績業の
カネボウは長野工場の分工場を飯山に建設した
が，既成工業地域では労働力不足による労賃の上
昇が発生するようになったため，適正な経済単位
の工場を余剰労働力が豊富な地域に分散させる方
針をとったことを進出の理由として述べている

（飯水教育委員会，1976）．飯山市の豊富な工業用
地と労働力は分工場のみならず，近隣の須坂市や
中野市から独立創業する経営者にとっても好条件
となり，独立創業に当たって飯山市を選択する事
例もみられた．

しかしながら，飯山市史（1995）によれば道
路網整備や豪雪がネックとなって進出が実現し
なかった例もあった．さらに当時から飯山市に
進出した工場は組立工場が中心で，また県内にあ
る工場の分工場であるケースが多かった．工場進
出によって雇用確保は成し遂げたものの，将来的
に親会社の都合や景気変動による事業撤退や規模
縮小等で人員整理が発生する可能性がある点を危
惧する声は当時から存在していた（飯水教育会，
1976）．

Ⅱ－２　現在に至る工業誘致過程
飯山市への工場進出は1970年代後半から80年代

前半にも多く見られた．その要因としては好景気
に伴う日本全体での地価上昇や労働力不足が考え
られる．またこの頃飯山市では静間バイパスや飯
山バイパス等の道路整備が進み，さらに1975年に
飯山市工業等振興条例が制定され，また1979年に
は飯山市工場等誘致条例に改定され，企業が飯山
市内で工場を新設または増設する際，固定資産税

の減免や助成金の支給などの優遇措置が行われた
点も功を奏したと言える．1984年には現在市内工
場で最大の従業員数であるしなの富士通須坂工場
の分工場の誘致に成功した．これらの成果によ
り，1980年代前半に製造品出荷額等において重工
業が，スキー板や家具をはじめとする軽工業を逆
転し，また1985年には製造品出荷額等に占める誘
致企業２）の割合が３分の２を上回った．（第３図）

しかしながら，1985年のプラザ合意による円高
や1991年より始まった平成不況は飯山市の工業に
大きな打撃を与えた．その結果，工場の増資計画
の中止や規模縮小が相次ぎ，そして廃業や海外移
転も見られるになった．飯山市内の各工業団地に
おける入所企業の変遷をみてゆく．第４図と第６
図では木島工業団地，長峰工業団地の区画を示し，
第５図と第７図では各区画への入居企業の変遷を
示した．1980年代から90年代初頭にかけて木島・
長峰の両団地では化学や金属，機械型工業といっ
た近現代的な工業が多く立地するようになったこ
とが分かる．しかし1990年代半ば以降，これらの
団地では工場の撤退や廃業が相次ぎ，結果として
従来から団地内に立地する事業者が複数の区画を
所有する事例が多く見られるようになり，また新
規進出事業者においては事務所や事業所など工場
以外の区画利用の割合が高いことが分かる．さら
に，第８図から第10図では1990年代に造成された
戸狩・東栄の両団地においても同様に区画別の入
居企業の変遷を示したが，進出の計画はあるもの
の，実際に工場が建設された例は見られていない．
電子・精密機器といった大規模工場の新規進出の
数は1990年代以降，それ以前と比べ急減したのが
分かる．1992年に造成した戸狩工業団地には進出
計画はあったものの，実際に進出した工場はなく，
また1994年に造成した東栄工業団地，および既存
の木島工業団地においても，事業所や事務所の割
合が高くなり，また用地は取得したものの工場の
建設が進んでいない区画も見られる．とりわけ，
製造業事業所の新規入居は殆どみられず，既存の
工場撤退に伴う跡地の安価な再分譲によって入居
した１社のみである．
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そのような飯山市の工業も，2015年３月の北陸
新幹線飯山駅開業を契機に変革期を迎える可能性
もある．2013年に制定された飯山市第５次総合計
画前期基本計画の中で，企業誘致の優遇策充実と
PR活動によって，製造業事業所数を期間内に３
社増加させることを目標に掲げた．達成に向けて，
飯山市は2015年度から始まった長野県のICT企業
誘致事業に初年度から参画し，また2016年度から
は首都圏における営業活動に専属スタッフを配置
し，また予算も前年度比で４倍以上に増加させる
などの取り組みを行っている．その中で飯山市は
税制等の優遇策，新幹線による東京への近接性，
スキー・温泉等の地域的な魅力を発信することで，
企業誘致につなげようとしている．

Ⅲ　企業事例からみる飯山市内製造業事業所の性
格と変容

本章では，飯山市内製造業事業所を立地要因か
ら①在来工業存続型②高度経済成長期被誘致型③
高度経済成長期住民創業型④誘致停滞期立地型の
４類型に分類し，各企業類型企業への聞き取り調
査を基にした飯山市への変容を述べる．

Ⅲ－１　在来工業存続型
2016年時点，飯山市内で戦後の主力産業であっ

たスキー板を製造する事業者は１社のみが存続し
ており，生産拠点の海外移転を行った一方で本社
を飯山市内に存置させている．本節ではS社の沿
革と変容，飯山市に本社機能を存置させる要因に
ついて述べる．
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第３図　木島工業団地の区画
 （飯山市提供資料より作成）



－220－

①スキー板メーカーＳ社
Ｓ社はスキー板の製造・開発からレンタルス

キーの経営を行う企業である．1953年，飯山市出
身の創業者によって設立された．創業者は戦時中，
教師の職に就いていたが戦後，スポーツ販売業に
転じた．前職が教育者であった創業者は，スキー
を青少年に普及されるべく，高価であった輸入品
と異なり安価な製品開発を目的とした．

当初は30人規模であった従業員規模も1960年代
中盤には300人を超し，2016年現在では約70人が
働いている．

1995年には人件費の高騰から中国の大連市に新
工場を設立し，2000年までに製造機能の全てを大
連工場に移管した．一方で飯山市に本社機能を残
存させ，現在では製品企画，設計，試験，材料手配，
レンタルスキーの管理・整備を行っている．企画

と設計については，ノウハウが必要とされること
に加え市場動向や欧州で開発された新素材に関す
る情報を収集する必要があるため，国内で行うこ
とが必須であるとしている．中国ではスキーの歴
史が浅く，現地法人では設計のノウハウや市場動
向の把握が困難なためである．さらに，試作は大
連工場で行っているが，不具合や改善点が発生し
た場合の実地試験を飯山本社で行っている．これ
は斑尾高原をはじめ，近隣にスキー場が多く試験
が可能であることに加え，設計に反映させられる
ためである．また，材料についても現地調達の難
しい樹脂，グラス，エッジ等を国内から調達し，
新潟港より大連工場に輸出している．一方で木材
については現地での調達を行っている．

レンタルスキーであるがＳ社は自社経営のレン
タルショップを経営しており，レンタル用器具の
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メンテナンスを実施している．主に飯山本社では
近隣の志賀高原，妙高高原，車山高原，湯沢スキー
場で扱うレンタル器具の整備を担当している．

これらのことから，Ｓ社は工業団地の造成以前
から飯山市で操業していた企業であるうえにかつ
て飯山市に置ける主要産業の一つであったスキー
板製造業のうち残存したものであるといえる．生
産拠点を海外に移転したものの，ノウハウの活用
や情報収集からスキー場との近接性による製品試
験，レンタル用器具のメンテナンスなど飯山市の
立地条件を活用しているといえる．

Ⅲ－２　高度経済成長期誘致型
前述したように，高度経済成長期の飯山市にお

いては行政による工業団地の造成と誘致活動が行
われた．本節では高度経済成長期に誘致された企
業の誘致要因と現在に至る変化を述べる．
①Ｎ電材

Ｎ電材は木島工業団地に位置し，従業員規模は
隣接する子会社であるI精工と併せて64人を雇用
している．Ｎ電材における現在の主な生産品目は
プラスチック成形品であり，自動車部品のうちギ
アやカムといった機構部品を中心に扱っている．
また，子会社であるＩ精工ではＮ電材で生産され
るプラスチック成型品に使用される金型を製造し
ているほか，他社から金型のみの受注を請け負っ
ている．Ｎ電材の製品は長野県内であれば須坂市
の富士通，松本市ならびに飯山市の富士電機に納
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第５図　長峰・南原工業団地の区画
 （飯山市提供資料より作成）
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品が行われているが，納品先は長野県外の東京
都，神奈川県を中心とする関東甲信越地方全域に
及ぶ．また，Ｎ電材の扱う機構部品の製造には高
い加工技術による金型製造が求められるため，生
産キャパシティを超えた場合の金型製造の外注は
東京都大田区の企業に行っている．

Ｎ電材は，中野市のプラスチック成形品メー
カーであるＮＢ社の金型部門長であった創業者
が1973年に独立創業を行ったことを始祖として
いる．Ｎ社は東京から中野市に疎開した素材メー
カーＳ社が規模拡大のため神奈川県川崎市へ移転

千曲川

①
②

0 100(m)

第７図　戸狩工業団地の区画
 （飯山市提供資料より作成）
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する際，雇用の確保を求めて中野市で酒屋経営者
による経営者就任とＳ社の出資により事業が継続
された事業所であった．

Ｎ社からの独立当初，本社は中野市に置かれた
ものの，工場は飯山市下木島に設立し独立当初か
ら一貫して生産拠点を飯山市に置いている．独立
創業に際し，飯山市に工場を設置した理由として
は安価な地価と工業団地入居による税制上のメ
リットの享受が可能なためであった．

創業当初は自動車関連のプリント基板の製造を
行っていたが，1976年にプラスチック成形品の製
造を開始し転換を図った．また，同年の６月には

現在の所在地である木島工業団地に工場を移転し
ている．また，プラスチック成形品の製造に不可
欠な金型の製造部門の内製化を行うため，子会社
であるI精工を設立した．Ｎ電材と別会社とした
のは工業団地用地分譲にあたって，同一企業によ
る複数の用地取得に制限があったためで，実態は
Ｎ電材の部門となっている．1995年にはシンガ
ポールにプリント基板部門の工場を設立したが
2003年頃に撤退した．プリント基板部門からの撤
退による収益源の補填策として2004年には東京都
板橋区の納品先企業を買収した．生産拠点を飯山
工場に集約したものの，東京事業所は営業拠点と
して移転の上，存続させている．

Ｎ電材では，創業当初は労働集約的部門である
プリント基板の製造を行っていたものの，高度技
能が求められる機構部品製造へとシフトを行うこ
とで時代の変化への対応を行っている．

②カメラレンズメーカーＣＳ社
ＣＳ社は一眼レフ用カメラレンズの製造を行う

企業であり，1959年に中野市で創業した．中野市
出身で東京都板橋区においてレンズ研磨を行う事
業所を経営していた創業者の下請け企業として創
業している．当初はレンズの加工のみを行ってい
たが，1968年に現在の中野事業所が完成したこと
を契機にカメラ完成品の生産を行うようになっ
た．現在では，一般消費者向け製品は他社高級品
ブランド製品のＯＥＭ生産を行っているが以前は
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第９図　東栄工業団地の区画
 （飯山市提供資料より作成）
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自社ブランドで８mmビデオやカメラ用レンズの
生産を行っていた．現在では小布施事業所，飯山
事業所，七瀬事業所，中野事業所の４つの事業所
が存在し，工程間の分業を実施している３）．飯山
事業所では直接部門62人，間接部門20人を雇用し
レンズの研磨工程を担当している．

従来，ＣＳ社では操業地の中野事業所のみで製
造を行っていたが，工場用地や労働力が不足した
ことから飯山市への進出を決定し，1972年に研磨
工程を行う飯山事業所が設立された．飯山事業所
は開設当初から工業団地外の市街地に位置してい
るが，聞き取り調査によれば当時の市役所側から
の紹介で市街地への立地を勧められたとのことで
ある．開設当初は自家用車の普及率が低く，社員
を送迎するバスを仕立て，野沢温泉村や山ノ内町
から兼業農家の労働者を獲得していた．1980年，
機械加工を行う七瀬事業所を開設すると同時に，
飯山事業所は分離独立し，医療機器などの業務用
レンズを製造する企業に分社化したが2002年にＣ
Ｓ社本体と再統合した．

現在，飯山市において操業するメリットとして
は人材確保が容易であることを挙げている．直接
部門においては飯山市内の高校卒業者の入社が卓
越しており，安定した労働力供給源として位置付
けている．また，現在においても労働力確保の観
点から４つの事業所を集約することは不可能であ
ると述べていることから，周辺地域への分散立地
が重要視されている．このことから，2016年現在
においても農村地域の豊富な労働力は企業が存続
する一要因となっていることが示唆できる．

Ⅲ－３　高度経済成長期住民起業型
高度経済成長期の飯山市において工業化を促進

したのは誘致企業のみならず，地元住民による起
業を無視することはできない．また，地元住民に
より設立された企業も他の類型と同様に時代の変
化による生産品目や機能の変容がみられる．

①コンピュータメーカーＭ社飯山工場
コンピュータメーカーＭ社飯山工場（以下Ｍ社

飯山工場）は木島工業団地に位置している．Ｍ社
飯山工場は1973年に創業したI電機を前身として
いる．I電機は当時，長野市に開設された大手電
機メーカーＭ電機のカラーテレビ組み立て工場の
生産可能能力が逼迫しており，近隣に下請け工場
が求められており，飯山市において運送業を行っ
ていた創業者によって設立された．当初はカラー
テレビの組み立てを主に行っていたが，後にカ
ラーテレビ用基盤の自社生産を開始し，1981年に
は自社製品としてコンピュータ用のディスプレイ
の生産へのシフトを始めた．以降，I電機の主力
は自社製品であるコンピュータ用ディスプレイに
転向し，I電機は比較的廉価なディスプレイを提
供するメーカーとしての地位を獲得した．しかし，
廉価な海外製品の台頭から業績が悪化したことに
起因して2005年に民事再生申し立てを行い，現在
の経営母体であるコンピュータ販売を行っていた
Ｍ社に吸収合併がなされた．

吸収合併の経緯としては，販売店であったＭ社
は生産拠点を保有していなかったことに加え，国
内ディスプレイ・コンピュータメーカーとしてI
電機の知名度があったことからブランドの継承が
可能であったことが挙げられる．また，受注生産
を中心に販売戦略を立てるにあたり，受注から組
立・出荷までの輸送時間の短い国内工場の保有が
重要視されているためであった．

2016年現在では150人を雇用し受注生産（BTO）
による個人・法人向けノートパソコンならびに
デスクトップ型パソコン，モニターの組み立て生
産を行っている．飯山市を代表する企業として位
置付けられており，2015年以前には飯山市のふる
さと納税返礼品としてＭ社飯山工場製のノートパ
ソコンやタブレットが選定されていた．受注はＭ
社の販売用ウェブサイトを経由して行われ，購入
者はプロセッサやハードディスクなどの部品につ
いて任意のものを選択し発注を行う．このような
受注生産の特性上，製品ごとに仕様が異なるため
組み立てはベルトコンベアによるライン生産では
なく，個別の仕様書に従って一人の従業員が必要
な部品を収集し組み立てるセル方式を採用してい
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る．また，受注量が生産可能なキャパシティを超
えた場合には新潟県新井市，長野県須坂市，長野
県長野市の企業に組み立てを外注している．

②Ｚ電機
Ｚ電機は飯山市中部の瑞穂地区に位置する中小

規模の事業所である．従業員数12人で，うちパー
トタイムが10人を占めている．

2015年時点での主要な業務は松本市にあるＦ電
機系列会社で製造されたプラスチック製自動車部
品の検品であり，生産は行われていない．

1970年頃，飯山市出身の現経営者であるＫ氏が
第一子の誕生を機に創業した．現経営者は長野電
鉄タクシーの運転手に就いていたが，不規則な勤
務時間により子供と過ごす機会が減少する懸念を
もったため退職し，独立創業を決意した．市の誘
致を受け将来的に経営規模を拡大し木島平工業団
地への入居を計画していたため，近隣に居住して
いた電気店経営者と同時にタクシー会社を退職し
た同僚３人と共に上京した．

配電盤を製造するIＺ電機国立工場に勤務し，
技能習得を試みたが勤務先がオイルショックに伴
う経済不況の影響を受け倒産した．Ｋ氏は転職し，
東京での工場勤務を継続したが長男の小学校就学
を機に飯山市へ戻り，現在の工場を設立した．

主に飯山市内に工場を保有するカメラメーカー
ＣＳ社や須坂市のＴ社の下請け工場としてプラス
チック成形部品を製造していたが，多くの受注先
企業の生産拠点が中国に移転したことからＴ社と
の取引から撤退し，1999年頃からは検品業務に限
り業務を行っている．

Ⅲ－４　企業誘致停滞期立地型
前述したように，1990年代以降の工場立地動向

を要因として飯山市においては1990年代以降の工
業団地への製造業者の新規入居が停滞している．
そのような状況下で，工場撤退に伴う安価な用地
転用から新規に入居する企業も僅かながらみられ
る．本節では新規入居の停滞が継続している2000
年代に入居した企業事例から新規入居要因を明ら

かにする．

①プラスチックリサイクル業Ｃ社
Ｃ社飯山工場は長峰工業団地に位置している．

直接部門50人，間接部門８人を雇用し，家庭用プ
ラスチックごみを原料とするパレットの製造して
いる．主に家庭用プラスチックごみは地方自治体
との入札方式で決定し，2016年現在では飯山市，
中野市といった近隣自治体から上田市，佐久市，
松本市，飯田市，伊那市などの長野県全域にわた
る地方自治体の家庭用プラスチックごみの回収を
行っている．また，製造したパレットは中京圏，
近畿圏をメインに出荷している．また，飯山工場
では，回収したプラスチックごみの仕分け作業か
ら製造まで一貫して行っており，リサイクルに適
さないポリスチレンを出荷し，プラスチック燃料
を製造する企業に処理代金を支払ったうえで処理
を行っている．

Ｃ社飯山工場設立の経緯としては，従来運送業
の経営を行っていた親会社の新規事業分野として
プラスチックリサイクル業を開始するにあたり，
現在のＣ社工場で操業していたカネボウ飯山工場
が撤退し，安価な空地が存在していたことが挙げ
られる．また，Ｃ社の飯山工場設立に関して，工
業団地の空地率を下げる以降のあった市役所側と
の意見が一致し，近隣住民との調整や県知事の認
可取得に関してＣ社と共に行った．２年間に及ぶ
調整の後，2005年にＣ社飯山工場が設立された．

飯山市に置いて操業を行うメリットとしては，
聞き取り調査によれば，安価な地代と税制上の優
遇に加え，プラスチックごみ回収の入札制度の特
性４）から，回収業者の数が少ない北信地域で操業
することで入札競争を避けることが可能である点
が挙げられる．

一方でデメリットとしては，冬季の積雪により，
プラスチックごみを輸送するトラックが登り坂を
通過できずＣ社飯山工場への到着が困難なことを
回答していたが，これ以外のデメリットについて
は認識していない．
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Ⅲ－５　小括
第Ⅲ章からは，現在飯山市において操業してい

る企業の立地要因としては地元住民による企業の
ほか，安価な地代と豊富な労働力を挙げているこ
とが明らかとなった．また，飯山市内への立地要
因として潜在的に市役所による誘致の存在や税制
面での優遇など経済的側面が示唆できる．飯山市
における誘致企業の嚆矢であるカネボウ飯山の進
出要因についても，飯水教育会（1976）によれば「労
働力不足とそれによる工賃の高騰」によるもので
ある．さらに，飯山市史によれば1970年代中盤よ
り進出が著しい電機産業についても，労働集約型
の組み立て部門が卓越しており，既に労働力が不
足していた須坂市などの工業集積地から飯山市へ
の進出をやむなくされたことが要因として挙げら
れている．

しかしながらそれらの安価な地代と豊富な労働
力といった農村地域への立地要因は1980年代後半
より東南アジア諸国へ取って代わられ，日本国内
の農村地域への進出は高度経済成長期と比較して
鈍化した．さらに農村地域における労働集約的部
門の海外移転がなされたことから，分工場の閉鎖，
規模縮小，事業内容の転換を余儀なくされた．飯
山市内に立地する企業も例外ではなく，自社製品
の開発や高付加価値化を志向した事例としてはコ
ンピュータメーカーＭ社の自社製品開発による下
請け企業からの脱却や高級ブランド製品のＯＥＭ
生産に特化し，高付加価値化を志向したカメラレ
ンズメーカーＣＳ社の事例，営業品目を機構部品
に特化させることで技能集約部門へと転換したＮ
電材の事例がみられる．また，スキー板メーカー
Ｓ社の生産拠点の海外移転を行う傍らで情報収
集・開発設計部門への転換した事例がみられた．
一方で工場設備や経営規模が零細なため，製造部
門から撤退し検品業務への転換を行ったＺ電機の
事例もみられることから，必ずしも積極的な事業
内容転換のみではなかったことがいえる．

これらのことから，被誘致企業，住民創業型企
業を問わず労働集約的かつ経営規模が中規模以上
であった企業では自社製品開発や高付加価値化に

よる活路を見出した傾向にある．また，飯山市の
スキー板製造では唯一事業を継続しているＳ社に
ついては製造部門の海外移転を行った上で，本社
機能を継続させている．

Ⅳ　おわりに

本稿では長野県飯山市における工業団地造成と
工場誘致の過程と工業団地入居企業の変遷，2016
年時点での入居企業の一部に行った聞き取り調査
から，飯山市に置ける製造業の立地と操業を継続
する要因と現在に至る変化を明らかにした．

第Ⅲ章で前述したように，労働集約的部門を
担っていた企業では自社製品の開発・製品の高付
加価値化によって脱下請け企業化，技能集約部門
への転換を行うことで事業の継続を図っていた．
また，第Ⅱ章で示したように飯山市内の工業団地
入居企業のうち，1990年代以前から現在まで継続
している企業が14社と，バブル景気崩壊に伴う撤
退がみられない．これは地元創業企業が中心であ
り，経済状況の悪化に伴う大企業の生産拠点縮小
の動向に左右されなかったためといえる．これら
のことから，2016年時点において飯山市内で操業
を継続している企業については1980年代後半の産
業空洞化以後，安定した状況にあるといえる．

しかしながら2016年現在の農村地域において新
たな企業誘致は困難を極めている．前述したよう
に，飯山市の工業の特徴として住民による起業
と，外部から労働力を求めた進出によって前者で
は安定性と後者では大人数の雇用を創出している
ことが述べられる．しかしながら現在の飯山市に
おいては，1990年の約17000人に対し，2014年時
点では約12000人と生産年齢人口の減少が顕著で
あり，外部からの企業進出の要因であった労働力
の豊富さは年々失われつつある状況にある．飯山
市では第５次総合計画において，2017年度までの
目標として，工業団地への企業誘致と既存企業の
拡張について３社の誘致を策定している．飯山市
では北陸新幹線開業を契機に企業誘致推進５）のた
め，2016年度より商工観光課東京事務所を開設し，
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企業誘致専門の嘱託職員を雇用し営業活動を展開
しているものの，生産年齢人口の減少が著しい飯
山市に新たな大規模工場を誘致する姿勢は疑問視
せざるを得ない．近年誘致された企業につても既
存の工場跡地への入居であり，工業団地の空き区
画の新規入居には至っていない．

一方で，新たな産業誘致政策としてＩＣＴ企業
の誘致を進めている．長野県の主導するＩＴ企業
誘致施策である「まちなか・おためしラボ」の一
環６）で本町地区のぶらり広場に併設されたオフィ
ス内にＩＣＴ企業を誘致し，2016年時点で１社が
入居しており，今後，飯山市では北陸新幹線建設
時の鉄道・運輸機構事務所の無償譲渡を受け，コ

ワーキングスペースとインキュベーションオフィ
スの設置を計画している．本稿で明らかにしたよ
うに，従来の飯山市における外部から誘致を行っ
た企業の立地要因は豊富な労働力や安価な地代と
いった地域の特性に関わらない消極的要因が主で
あった．ＩＣＴ企業の誘致では，飯山市と近隣に
存在する温泉やスキー場，トレッキングルートな
どの観光資源が被誘致企業の立地要因となりえ
る．今後，飯山市の特性を生かした産業振興を考
慮した際に，労働力と税制面での優遇に依存した
従来の大規模工場の誘致と異なった，積極的に飯
山市の特性を活用した産業振興策となることが期
待される．

本研究の遂行にあたって，聞き取り調査をご快諾いただきました各企業担当者様をはじめ，飯山市商工
観光課，飯山商工会議所の皆様に感謝の意を表したく，謝辞にかえさせていただきます．

［注］
１）北信タイムズ1973年11月18日付による．
２）飯山市提供資料による．
３）小布施事業所はレンズ用ガラスの製造，七瀬事業所ではコーティング，中野事業所では機械加工なら

びに組み立てを担当している．
４）入札価格にごみの輸送費が含まれるため，自治体に最寄りの事業者が入札する場合が多い
５）2015年度以前の誘致活動では，商工観光課職員が月に２回程度，東京に出張し営業活動を行っていた．

一般職員が営業活動を行うため，人事異動が実施されるごとに担当者が変わり長期の交渉や信頼関係
の形成が困難であるという問題点が露呈していた．

６）首都圏の20～45歳以内のIT企業事業者を対象に，県の指定した施設にオフィスを設置し本社・事業所
の移転や設置を試験的に行う．オフィス利用料や短期間移転に伴う引越し料金，住居などを無償での
提供を行う．
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